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コーポレート・ガバナンス

1.	� 当行は、お客さま、株主・投資家の皆さまなどステークホルダーの方々との双方向の建設的な対話を促進し、これによ
り持続的な成長と中長期的な企業価値向上に向けた実効的なコーポレート・ガバナンスの実現を図ることを最重要課
題の1つとして、以下のような基本的な指針に沿って取り組んでまいります。

	 （1）ステークホルダーとの対話に努め、IRの担当部署を企画広報部とし担当役員を定めております。
	 （2）上記対話の内容については、広く全行的に共有するとともに業務担当部署を中心として、横断的に対応いたします。
	 （3）�株主総会は、株主との重要な対話の場であると位置付け、株主の利便性等を考慮した運営をおこなうとともに、

IRを含め十分な情報開示に努めてまいります。
	 （4）�当行グループは、ステークホルダーとの対話において把握した意見について、重要性に応じ経営陣幹部や取締役

会に報告いたします。
	 （5）�重要情報については、適時かつ公平に広く開示することとし一部の株主やステークホルダーに対してのみ提供す

ることがないよう情報開示に関する法令等を遵守し適切な開示に努めております。
2．	�当行は、コンプライアンスを基本に、内部統制によるコーポレート・ガバナンスの強化を図り、業務の有効性と効率性を

確保してまいります。
3．	�当行は、各種リスク管理手法を高度化することで、リスクに見合う適正な自己資本を確保し、健全性の向上に努めてお

ります。
4．	社外役員と他の取締役との連携を高め、監督機能の実効性を確保しております。

当行は、経営の透明性、企業価値の極大化を図ることをコーポレート・ガバナンスの目的と位置づけ、経営を取り巻く環
境の変化に迅速に対応できる組織体制の構築及び強化を図るため、基本方針として次のとおり取り組んでおります。

当行の取締役会は、取締役12名（うち社外取締役は4名）で構成されております。なお、社外取締役4名は独立役員に指定
されております。

当行は、監査役制度を採用しております。監査役会は、社外監査役2名を含めた4名の監査役で構成されており、監査役
は、取締役会に出席するほか、常勤監査役は常務会にも出席しその職務の執行状況を検証しております。

業務運営上では、コンプライアンス委員会やリスク管理委員会などを設置し、内部監査部門も出席して、それらの運営状
況の監視を行っております。

基本的な考え方

企業統治の体制の概要等

取締役会
原則月1回開催し、重要事項の決定、業務執行状況の監督

を行っております。また、取締役会の決定した基本方針に基
づき、意思決定の迅速化と業務運営の効率化を図ることを
目的として、役付取締役を中心とした常務会を原則週1回開
催し、重要な業務執行への対応を行っております。
内部監査

業務部門から独立した監査部を設置し、本部、営業店並
びに連結子会社に対して、内部監査を実施しております。監
査結果については原則月1回開催される報告会にて、取締
役会および監査役会まで報告される体制となっています。
外部監査

会計監査人にEY新日本有限責任監査法人を選任し、監
査契約を締結して厳正な監査を受けております。当行の第
115期（2019年3月期）における監査業務を執行した公認会
計士は、宮田八郎公認会計士、堀川紀之公認会計士の2名
の業務執行社員であります。また、監査業務に係る補助者の
構成は、公認会計士8名、その他（他の専門家）8名で継続
監査年数は全員7年以内となっています。また、同監査法人
は、業務執行社員について、当行の会計監査に一定期間を
超えて関与することのないよう措置をとっております。
監査役、監査部および会計監査人

相互の連携を密にし、監査結果についても情報を共有化
し、効率的な監査を実施しております。
ガバナンス委員会

中長期的な企業価値向上を実現するために、コーポレー
ト・ガバナンスの高度化と取締役等の指名・報酬等に関す
る手続きの公正性・客観性を高めることを目的とした、取
締役会の諮問機関です。委員の過半数は社外役員で構成さ
れております。

コンプライアンス委員会
コンプライアンスの重要性を認識し、経営上の最重要課

題のひとつとして位置付け、コンプライアンス態勢の確立を
図ることを目的としております。頭取を委員長として原則月1
回開催し、コンプライアンスに係る問題点等について検討・
協議を行っております。また、各部、営業店においては、「コン
プライアンス責任者・コンプライアンス担当者」を配置し、コ
ンプライアンスの徹底に努めております。
リスク管理委員会

銀行の業務で発生する各種リスクを正しく認識・把握
し、かつ適切な管理を行うことにより、経営の健全性確保
と安定した経営基盤の確立を図ることを目的としておりま
す。リスク管理統括責任者を委員長として原則月1回開催
し、各種リスクに関する対応方針、対応策の検討・協議を
行っております。
AML/CFT対策委員会

マネー・ローンダリング及びテロ資金供与（以下、これら
の行為をあわせて「マネロン等」という）等対策の重要性を
認識し、経営上の最重要課題と捉え、全行的に、リスクの特
定、評価、低減措置が実効性のあるものとなっているか、そ
の対応状況を一元的に把握・分析・評価し、マネロン等対策
に係る問題点等について検討・協議を行うことを目的とし、
マネロン等統括責任者を委員長として、毎月1回以上開催し
ております。
ALM委員会

市場関連リスクについて、分析、検討することを目的とし
ております。企画広報部担当役員を委員長として原則月1回
開催し、分析、検討に併せて、常務会に対し提言を行ってお
ります。
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当行は、地域金融機関として高い公共性を有していることから、その社会的責任や使命を適切に果たしていくため、取締
役会で「内部統制システム構築の基本方針」を定め内部統制システムの整備に努めております。

取締役および使用人の職務の執行が、法令および定款に適合することを確保するため、法令等遵守を経営の最重要事項
の一つとして位置づけ、リスク管理部担当取締役をコンプライアンス統括責任者とするとともに、子会社を含むグループ全
体を対象として、コンプライアンスに関する教育・指導・チェックを実施しております。

また、コンプライアンス体制の充実・強化を図るため、頭取を委員長とするコンプライアンス委員会を設置し、コンプライ
アンス委員会は法令等遵守に関する事項について協議のうえ、取締役会に報告・付議しております。

役職員による違法行為の未然防止と早期発見を図るため、行内のリスク管理部及び行外の弁護士事務所に「企業倫理
ホットライン」を設置しております。

内部監査については、業務部門から独立した監査部（2019年3月末現在15名の人員）を設置し、本部、営業店並びに連
結子会社に対して、内部監査を実施しております。監査結果については原則月1回開催する内部監査報告会において、経営
トップにまで報告される体制となっております。

監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠した監査計画に従い、取締役、監査部、その他必要な部署等から
その職務の状況を聴取し、業務執行に関する重要な書類を閲覧し、業務及び財産の状況を調査して、取締役の職務執行状
況を監査しております。

常勤監査役は、永年、銀行業務に従事した経験を持ち、財務・会計に関する相当の知見を有しております。
外部監査については、会計監査人にEY新日本有限責任監査法人を選任し、監査契約を締結して厳正な監査を受けており

ます。当行の第115期（2019年3月期）における監査業務を執行した公認会計士は、宮田八郎公認会計士、堀川紀之公認会
計士の2名の業務執行社員となっております。また、監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士8名、その他（他の専門
家）8名となっております。

なお、継続監査年数については、全員7年以内であるため、記載を省略しております。また、同監査法人は、自主的に業務
執行社員について、当行の会計監査に一定期間を超えて関与することのないよう措置をとっております。

また、監査役、監査部及び会計監査人は相互の連携を密に行い、監査結果についても情報を共有化し、効率的な監査を
実施しております。
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監査部

リスク管理委員会
委員長：リスク管理統括責任者
（事務局：リスク管理部）

委員長：マネロン等統括責任者
AML/CFT対策委員会

顧問弁護士

ガバナンス委員会

コンプライアンス委員会
委員長：頭取

（事務局：リスク管理部）
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（事務局：リスク管理部）

委員長：企画広報部担当役員
ALM委員会

（事務局：企画広報部）

諮問・答申

■コーポレート・ガバナンス体制の概要（2019年7月10日現在）

内部統制システムの整備の状況

内部監査及び監査役監査、会計監査の状況




